
愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成金交付要綱 

  

（趣旨） 

第１条 愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成金（以下「助成金」という。）は、予算

の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては、愛知県補助金等交付規則

（昭和５５年愛知県規則第８号）（以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 助成金は、愛知県犯罪被害者等支援条例（令和４年愛知県条例第２号。以下

「条例」という。）第１０条、第１２条及び第１５条に基づき、犯罪被害者等が法律

相談を行う際に要する費用について、日本司法支援センター（法テラス）の同様の制

度による支援が受けられない場合に、犯罪被害者等に交付するもので、もって犯罪被

害者等の精神的又は経済的な負担を軽減し、被害の早期回復や、再被害及び二次被害

の防止を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）犯罪行為 条例第２条第１号で定める犯罪等のうち、日本国内又は日本国外に

ある日本船舶若しくは日本航空機内において行われた人の生命、身体又は自由を

害する罪に当たる行為（刑法（明治４０年法律第４５号）第３７条第１項本文、

第３９条第１項又は第４１条の規定により罰せられない行為を含むものとし、同

法第３５条又は第３６条第１項の規定により罰せられない行為を除く。）をい

う。 

（２）犯罪被害 犯罪行為による生命、身体又は自由への被害をいう。 

（３）犯罪被害者 犯罪被害を受けた者をいう。 

（４）犯罪被害者等 犯罪被害を受けた者及びその親族等（犯罪被害者の配偶者（婚      

  姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者（愛知県ファミ

リーシップ宣誓制度及び他の地方公共団体における同様の制度に基づくパートナ

ーシップの関係にある者を含む。）を含む。）、二親等以内の親族（愛知県ファ

ミリーシップ宣誓制度及び他の地方公共団体における同様の制度に基づくファミ

リーシップの関係にある者を含む。以下同じ。）又は親族であって当該被害者と

生計を一にしている者、その他知事が認める者をいう。） 

（５）法律相談 弁護士が実施する法律相談で、犯罪被害者等支援に資するものとし

て知事が認めるものをいう。なお、刑事、民事の別を問わない。ただし、相続又

は交通事故事件の示談交渉を主訴とした相談を除く。 



（６）法律相談費用 法律相談により弁護士に対して支払う費用をいう。 

 （７）同様の制度 犯罪被害者等が費用の負担なく法律相談（相談者が指定の電話相

談窓口へ架電する方法で行われる電話相談を除く。）を受けることができる犯罪

被害者等に特化した支援制度をいう。 

 

（助成対象費用） 

第４条 助成の対象となる費用は、前条第６号に定める費用とし、助成金の額は、法律

相談により発生した実費に相当する額とする。 

ただし、３０分５，５００円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とし、か

つ、助成金の交付対象となる法律相談の時間は、同一の犯罪被害について１時間を上

限とする。 

２ 助成の回数は、同一の犯罪被害につき、１回を限度とする。 

 

（助成対象者） 

第５条 助成金は、次のいずれかに該当する者に対し、交付するものとする。 

（１）当該犯罪被害の原因となった犯罪行為が行われた時において、県内に住所を有

する犯罪被害者。 

（２）犯罪被害者が死亡、傷害等の被害により意思表示ができない場合に、当該犯罪

被害の原因となった犯罪行為が行われた時において、県内に住所を有する親族

等。 

（３）前一号に掲げる犯罪被害者が法律相談を委任した場合における当該犯罪被害者

の親族等。（前一号に掲げる犯罪被害者に民法上の法定代理人がいる場合は当該

法定代理人を含む。） 

 

（助成金を交付しないことができる場合） 

第６条 知事は、次の各号に掲げる場合は、助成金を交付しないことができる。 

 （１）法律相談を行った犯罪被害者等が、同一の犯罪被害における法律相談の費用に

ついて、日本司法支援センター（法テラス）の同様の制度により支援を受けてい

る又は受けることができる場合。 

（２）法律相談を行った犯罪被害者等が、同一の犯罪被害における法律相談の費用に

ついて、地方公共団体の同様の制度により支援を受けている場合。 

（３）法律相談を行った犯罪被害者等が、同一の犯罪被害における法律相談の費用に

ついて、愛知県弁護士会又は公益社団法人被害者サポートセンターあいち等の民

間支援団体の同様の制度により支援を受けている場合。 

（４）法律相談を行った犯罪被害者等が、助成金の交付を申請しようとする法律相談

の費用について、民間の事業者による保険給付を受けている場合。 

 （５）犯罪被害者が犯罪行為を誘発したとき、その他当該犯罪被害につき、犯罪被害

者にも、その責めに帰すべき行為があったとき。 



（６）犯罪被害者等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号及び第６号に定める暴力団、暴力団員のほか、暴力

団、暴力団員に協力し、若しくは関与する等密接な関係を有する者であったと

き。 

 （７）前六号に掲げる場合のほか、犯罪被害者等と加害者との関係その他の事情から 

   判断して助成金を交付することが社会通念上適切でないと認められるとき。 

 

（助成金の交付申請） 

第７条 第５条で定める者が助成金の交付を申請しようとする場合は、愛知県犯罪被害

者等法律相談費用助成金交付申請書（様式第１号）に、愛知県犯罪被害者等法律相談

費用助成金報告書（様式第２号）を添えて、知事に提出しなければならない。   

なお、規則第１３条に定める実績報告は、本条に定める書類をもって代えるものと 

する。 

 

（交付の決定等） 

第８条 知事は、前条の規定による申請があった場合は審査を行った後、助成金を交付

する旨又は交付しない旨の決定を行わなければならない。 

２ 知事は、前項の決定を行った時は、速やかに、愛知県犯罪被害者等法律相談費用助

成金交付決定通知書（様式第３号）又は愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成金不交

付決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

３ 知事は、第１項に規定する助成金の審査に際し、申請者等から当該申請にかかる状 

況等について調査をすることができる。この場合、知事は申請書及び添付書類等の内 

容審査のほか、必要に応じて関係機関への照会を行うことができる。 

４ 前項の規定は、助成金の交付決定後においても適用があるものとする。 

 

（助成金の請求） 

第９条 前条に規定する通知により助成金の交付決定を受けた者は、愛知県犯罪被害者 

等法律相談費用助成金交付請求書（様式第５号）により、知事に当該助成金の交付を

請求するものとする。 

 

（届出） 

第１０条 申請者は、第７条の規定による助成金の交付申請後に、第６条各号のいずれ

かに該当したときは、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。 

 

（決定の取り消し） 

第１１条 知事は、次のいずれかに該当した場合は、第８条第１項の規定による決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）第６条各号のいずれかに該当していると判明したとき。 



（２）申請者から前条の規定による届出を受けたとき。 

（３）申請者が前条に該当する場合に届出を怠ったとき。 

（４）申請者が偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

 

（助成金の返還） 

第１２条 前条の規定により決定を取り消した場合において、既に助成金が交付されて 

いるときは、当該助成金の交付を受けた者は知事が定める日までに助成金を返還しな 

ければならない。 

  

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、知事が別 

に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、同日以降に発生した犯罪行為に起因する

犯罪被害について適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 


